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分野別基本計画（案）〔総合計画掲載版〕 

５―１ 共生社会 
 

専門部会での主な意見と対応  

専門部会での主な意見  市の対応・基本計画への反映  

・ 人権尊重と多様性を認め合う社会づくり 

→ 

✅ 学 校 に お け る 人 権 学 習 や 情 報 モ ラ ル 教 育

を 充 実 さ せ る と と も に 、 全 て の 年 代 に 届

く 啓 発 方 法 を 工 夫 し 、 誰 も が 互 い の 人 権

と 多 様 性 を 尊 重 で き る 社 会 づ く り を 進 め

て ま い り ま す 。 ま た 、 性 的 指 向 や 性 自 認

に 関 す る 視 点 を 「 男 女 平 等 の 推 進 」 に 反

映しました。  

 

 子 ど も か ら 大 人 ま で 各 年 代 に 応 じ て 、

人 権 を 身 近 な 課 題 と し て 学 べ る 取 組 が

必 要 で あ り 、 多 様 な 人 権 課 題 を 計 画 に

位置付けてほしい。 

 

・ 男女平等と地域における参画の推進 

→ 

✅ 地 域 活 動 へ の 女 性 の 参 画 や 女 性 役 員 の 登

用 に 向 け 、 地 域 の 実 情 に 応 じ た 情 報 提 供

や 意 識 啓 発 を 進 め る と と も に 、 誰 も が 地

域 社 会 の 意 思 決 定 に 公 平 な 機 会 の も と で

参 画 で き る 仕 組 み づ く り を 進 め て ま い り

ます。  

 

 地 域 の 区 長 や 自 治 会 役 員 な ど に 女 性 が

参 画 し や す い 環 境 を つ く る こ と が 必

要 。 ま た 誰 も が 地 域 社 会 の 意 思 決 定 に

公 平 な 機 会 の も と で 参 加 で き る 仕 組 み

を整えることも重要。 

 

・ 人口減少を踏まえた持続可能な地域社会 

→ 

✅ 人 口 減 少 と 年 齢 構 造 の 変 化 と い う 現 実 を

踏 ま え 、 一 人 ひ と り が 充 実 し た 暮 ら し を

維 持 で き る 、 持 続 可 能 な 地 域 社 会 の 実 現

を目指します。  
 

 人 口 減 少 や 高 齢 化 を 前 提 と し て 、 従 来

の 規 模 拡 大 や 人 口 増 加 だ け を 目 指 す の

で は な く 、 縮 小 す る 中 で も 豊 か で 充 実

し た 暮 ら し を 維 持 で き る 地 域 社 会 を つ

くるべき。 

 

 

共 生 社 会 の 現 状 ・ 課 題  ▶ ▶ ▶  共生社会の“いま”  
1  ――― 現 状  ――― 

人権 問題 は 多岐 にわ た って おり 、 より 迅速 で

き め 細 や か に 対 応 す る た め 、「 人 権 教 育 ・ 啓

発推 進計 画 」に 基づ き 、人 権教 育 ・啓 発活 動

に取り組んでいます。  

――― 根 拠  ――― 

第 2 次村上市人権教育・啓発推進計画  

――― 課 題  ――― 

人 権 課 題 に 対 応 す る た め 、 人 権 に つ い て 考

え、 学ぶ 多 様な 機会 を 提供 して い く必 要が あ

ります。  

→ 

人権課題への対応 

「第 2 次村上市人権教育・啓発推進

計画」に基づく取組 
人 権 問 題 が 多 様 化 す る 中 、 よ り 迅 速 で き

め 細 や か な 対 応 が 求 め ら れ て い ま す 。 市

民 一 人 ひ と り が 人 権 を 身 近 な 課 題 と し て

捉 え ら れ る よ う 、 講 演 会 、 研 修 会 、 啓 発

活 動 な ど を 通 じ て 、 人 権 に つ い て 考 え 、

学ぶ機会を充実させる必要があります。  

2  ――― 現 状  ――― 

イン タ― ネ ット 上の 誹 謗中 傷や Ｓ ＮＳ での プ

ライ バシ ― 侵害 など 、 依然 とし て 深刻 な状 況

となっています。  

――― 根 拠  ――― 

R 7 人権に関する市民意識調査より  

「イ ンタ ― ネッ トに よ る人 権侵 害 が起 きて い

る」 と感 じ る理 由に つ いて 「悪 口 や誹 謗中 傷

など 、一 方 的に 攻撃 す るよ うな 内 容が 掲載 さ

れている」と 6 3 . 4 ％の人が回答  

 

 

→  

インタ―ネット上の人権侵害 
「 イ ン タ ― ネ ッ ト に よ る 人 権 侵 害 が 起 き て

いる」と感じる理由：  

「 悪 口 や 誹 謗 中 傷 な ど 、 一 方 的 に 攻 撃 す る

ような内容が掲載されている」（ 6 3 . 4％）  

インタ―ネットや S N S の普及により、誹謗

中 傷 、 プ ラ イ バ シ ― 侵 害 、 差 別 を 助 長 す る

表 現 な ど が 依 然 と し て 課 題 と な っ て い ま

す 。 情 報 モ ラ ル 教 育 や 啓 発 活 動 、 相 談 窓 口

の 周 知 に よ り 、 イ ン タ ― ネ ッ ト 上 の 人 権 侵

害を防ぐ取組を進める必要があります。  

――― 課 題  ――― 

イン タ― ネ ット の普 及 に伴 い、 そ の匿 名性 や

情報 発信 の 容易 さか ら 、個 人に 対 する 誹謗 中

傷 、 名 誉 や プ ラ イ バ シ ― の 侵 害 、 差 別 を 助 長

す る 表 現 の 掲 載 な ど 、 人 権 に 関 わ る 様 々 な 問

題 が 発 生 し て い る 中 で 、 法 整 備 や 運 用 の 強

化 、 情 報 モ ラ ル の 教 育 な ど が 必 要 と な っ て い

ま す 。  

3  ――― 現 状  ――― 

「 障 害 者 差 別 解 消 法 」「 ヘ イ ト ス ピ ― チ 解

消法」「部落差別解消法」が平成 2 8 年に施

行されましたが、認知度はまだ低い状況 で

す。  

――― 根 拠  ――― 

R 7 人権に関する市民意識調査  

「障害者差別解消法」について  

知らない  R 7： 6 4 . 1 ％、 R 2： 6 2 . 6 ％   

知っている  R 7： 4 . 1 ％、 R 2： 4 . 7％   

聞いたことはあるが詳しくは知らない

R 7： 2 5 . 6％、 R 2： 2 6 . 6 ％  

「ヘイトスピ―チ解消法」について  

知らない  R 7： 6 7 . 3 ％、 R 2： 6 4 . 6 ％   

知っている  R 7： 4 . 5 ％、 R 2： 6 . 2％   

聞いたことはあるが詳しくは知らない  

R 7： 1 9 . 9％、 R 2： 2 1 . 5 ％  

「部落差別解消法」  

知らない  R 7： 6 6 . 9 ％、 R 2： 6 1 . 6 ％   

知っている  R 7： 4 . 5 ％、 R 2： 5 . 4％   

聞いたことはあるが詳しくは知らない  

R 7： 2 1 . 1％、 R 2： 2 5 . 8 ％  

 

――― 課 題  ――― 

施行から年数が経過しているものの、ま だ

半数以上が「知らない」と答えるなど、 十

分 に は 浸 透 し て い な い 現 状 が あ り ま す の

で、更なる周知と学校教育での学習機会 の

確保、相談窓口の周知が必要です。  

→ 

人権関連法の認知度 
「障害者差別解消法」について  

知らない  R 2： 6 2 . 6 ％➠ R 7 ： 6 4 . 1 ％  

「ヘイトスピ―チ解消法」について  

知らない  R 2： 6 4 . 6 ％➠ R 7 ： 6 7 . 3 ％、  

「部落差別解消法」  

知らない  R 2： 6 1 . 6 ％➠ R 7 ： 6 6 . 9 ％  

障 害 者 差 別 解 消 法 、 ヘ イ ト ス ピ ― チ 解 消

法 、 部 落 差 別 解 消 法 の 施 行 か ら 年 数 が 経 過

し て い る も の の 、 認 知 度 は 十 分 と は い え な

い 状 況 で す 。 法 制 度 の 周 知 や 学 校 教 育 で の

学 習 機 会 を 確 保 し 、 人 権 尊 重 の 意 識 を 高 め

る必要があります。  

4  ――― 現 状  ――― 

令 和 ７ 年 の 意 識 調 査 で は 、 前 回 （ 令 和 ２ 年 ）

と 比 較 し て 人 権 に 対 す る 関 心 は や や 低 く な

り 、 人 権 侵 害 を 受 け た と 思 っ た 人 は や や 増 加

し 、 人 権 尊 重 の 意 識 は 低 下 し ま し た 。  

――― 根 拠  ――― 

R 7 人 権 に 関 す る 市 民 意 識 調 査 よ り  

「 人 権 や 差 別 問 題 に ど の 程 度 関 心 が あ る か 」  

・ か な り 関 心 が あ る  

R 7 ： 1 5 . 4 ％ 、 R 2 ： 1 8 . 9 ％  

・ 少 し 関 心 が あ る  

R 7 ： 5 8 . 5 ％ 、 R 2 ： 5 8 . 6 ％  

 

「 自 分 の 人 権 が 侵 害 さ れ た と 思 っ た こ と が あ

る か 」  

・ あ る  R 7 ： 2 8 . 2 ％ 、 R 2 ： 2 7 . 8 ％  

 

 

 

→ 

人権尊重意識の低下 
「人権や差別問題にどの程度関心がある」  

R 2： 7 7 . 5％  ➠  R 7： 7 3 . 9％  

 
「自分の人権が侵害されたと思ったことが

ある」  

R 2： 2 7 . 8％  ➠   R 7： 2 8 . 2％  

 

令和 7 年の意識調査では、前回調査と比較

し て 人 権 へ の 関 心 や 人 権 尊 重 の 意 識 が 低 下

し 、 人 権 侵 害 を 受 け た と 思 っ た 人 は や や 増

加 し て い ま す 。 社 会 情 勢 の 変 化 に よ り 新 た

に 生 じ る 差 別 に も 対 応 し な が ら 、 個 人 の 尊

重 と 共 生 社 会 の 実 現 に 向 け た 取 組 を 進 め る

必要があります。  
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――― 課 題  ――― 

社 会 情 勢 の 中 で 新 た に 生 じ る 差 別 に 対 し て

は 、 従 来 の 法 整 備 で は 対 応 し き れ な い ケ ― ス

が 多 く 、 個 人 の 尊 重 と 共 生 社 会 の 実 現 に 向 け

た 新 た な 対 策 が 求 め ら れ て い ま す 。  

5  ――― 現 状  ――― 

男 女 の 役 割 を 固 定 的 に 捉 え る 意 識 が 特 に 男 性

側 に 依 然 と し て 残 っ て い る こ と が 伺 わ れ ま

す 。 ま た 、 D V や ハ ラ ス メ ン ト に 関 し て の 理 解

が 浅 く 、 相 談 を 躊 躇 し て い る こ と が 懸 念 さ れ

ま す 。  

――― 根 拠  ――― 

「 男 は 仕 事 、 女 は 家 庭 」 に 思 わ な い  

H 2 9 : 5 1 . 9 ％ ➠ R 4 : 7 0 . 5 ％  

D V 被 害 者 で 相 談 先 が 分 か ら な か っ た  

H 2 9 : 1 0 . 7 ％ ➠ R 4 : 2 5 . 9 ％  

――― 課 題  ――― 

男 女 共 同 参 画 社 会 を 実 現 す る た め に は 、 家 庭

や 学 校 、 職 場 、 行 政 、 地 域 等 あ ら ゆ る 分 野

で 、 男 女 平 等 に つ い て の 意 識 醸 成 が 必 要 で

す 。  

→ 

男女平等と D V・ハラスメントへの対

応 

「男は仕事、女は家庭」に思わない 

H 2 9 : 5 1 . 9％➠ R 4 : 7 0 . 5％  
男 女 の 固 定 的 な 役 割 分 担 意 識 は 特 に 男 性 側

に 依 然 と し て 残 っ て い る こ と が 伺 わ れ 、 改

善傾向にある一方、 D V 被害時に相談先が分

か ら な い 人 が 増 え て い ま す 。 家 庭 、 学 校 、

職 場 、 地 域 な ど あ ら ゆ る 場 で 男 女 平 等 の 意

識を高めるとともに、 D V やハラスメントへ

の 理 解 促 進 と 相 談 し や す い 環 境 づ く り を 進

める必要があります。  

6  ――― 現 状  ――― 

外 国 人 人 材 の 活 用 拡 大 と 中 長 期 的 に 滞 在 す る

外 国 人 が 増 加 し て い る 現 状 に あ り 、 多 様 な 人

が 関 わ れ る 地 域 社 会 の 形 成 が 求 め ら れ て い ま

す 。  

――― 根 拠  ――― 

市 内 外 国 人 の 人 数  
R 2  3 1 7 人  
R 3  3 2 7 人  
R 4  2 8 3 人  
R 5  3 6 0 人  
R 6  4 5 8 人  
R 7  5 3 3 人  

――― 課 題  ――― 

多 様 な 文 化 や 習 慣 を 持 つ 方 々 が 増 え る 中 、 誰

も が 安 心 ・ 安 全 に 暮 ら せ る よ う 、 お 互 い の 理
解 を 深 め 、 助 け 合 え る 地 域 づ く り が 求 め ら れ

て い ま す 。  

→ 

多文化共生の推進 

市内外国人の人数 

R 2 : 3 1 7 人➠ R 7 : 5 3 3 人  
外 国 人 材 の 活 用 拡 大 や 中 長 期 的 に 滞 在 す る

外 国 人 の 増 加 に よ り 、 地 域 社 会 に 関 わ る 人

材 は 多 様 化 し て い ま す 。 多 様 な 文 化 や 習 慣

を 持 つ 人 々 が 安 心 し て 暮 ら せ る よ う 、 相 互

理 解 を 深 め 、 助 け 合 え る 多 文 化 共 生 の 地 域

づくりを進める必要があります。  

 

主 要 施 策  ▶ ▶ ▶  共生社会のチャレンジ  
1．  人権尊重の推進 

( 1 )  講 演 会 ・ 研 修 会 ・ 映 画 上 映 会 な ど を 通 じ て 、 人 権 を 身 近 に 感 じ ら れ 、 か つ 参 加 し や す い

工夫を実施し、参加者の増加を図ります。  

( 2 )  イ ベ ン ト で の パ ネ ル 展 や 啓 発 リ ― フ レ ッ ト 配 布 な ど 、 あ ら ゆ る 機 会 を 利 用 し て 、 人 権 啓

発を進めます。  

( 3 )  県などが主催する研修会への参加を推進します。  

( 4 )  教 職 員 を 対 象 と し た 研 修 会 や 児 童 生 徒 へ の 学 習 機 会 の 充 実 を 図 り 人 権 教 育 を 推 進 し ま

す。  

2．  男女平等の推進 

( 1 )  男女共同参画計画に基づき、総合的かつ効果的な施策を進めます。  

( 2 )  各種委員会への女性の登用を推進します。  

( 3 )  講 演 会 や リ ― フ レ ッ ト の 配 布 等 を 通 じ て 、 D V や ハ ラ ス メ ン ト へ の 理 解 ・ 啓 発 を 進 め ま

す。  

( 4 )  家 庭 や 学 校 、 職 場 、 行 政 、 地 域 等 あ ら ゆ る 分 野 で 男 女 の 固 定 的 な 役 割 分 担 意 識 や 無 意 識

の 思 い 込 み （ ア ン コ ン シ ャ ス ・ バ イ ア ス ） を な く し 、 多 様 な 個 性 や 価 値 観 を 認 め 合 い 、

共に支え合う地域社会づくりを推進します。  

3．  多文化共生の推進 

( 1 )  多 様 な 人 が 地 域 活 動 に 参 加 し 、 誰 も が 安 心 し て 生 活 で き る 多 文 化 共 生 の 地 域 づ く り を 進

めます。  

( 2 )  国際感覚と世界に向けた広い視野を持つ人材育成を推進します。  

( 3 )  外 国 人 に 対 す る 情 報 提 供 に 配 慮 し 、 状 況 に 応 じ て 表 示 物 等 の 多 言 語 に よ る 案 内 に 努 め ま

す。  

( 4 )  多文化理解を深める機会を創出し、交流団体等との連携体制づくりに努めます。 
 

みんなでできること  

・人権や多様性について学び、相手の立場や個性を尊重して行動する 

・インタ―ネットや S N S では、相手を傷つける発信をせず、正しい情報の利用を心掛ける  

・D V やハラスメントを見過ごさず、困ったときや気づいたときは相談窓口につなぐ  

・性別による固定的な役割分担にとらわれず、家庭・職場・地域で互いに協力する  

・文化や言語の違いを理解し、外国人住民との交流や地域活動に参加する  

 

成 果 指 標  ▶ ▶ ▶  共生社会の目標  

項 目  現 状 値 （ R 7 ）  目 標 値 （ R 1 3 ）  
人権講演会等の参加者数  5 7 3 人  6 0 0 人  

各種委員の女性登用比率  2 0 . 4％  2 5％  

国際交流関連の研修等の参加

者数  
1 . 6％  2％  

 

関連する個別計画  

■第二次村上市人権教育・啓発推進計画 

■第三次村上市男女共同参画計画  

 

将 来 像 ・ 政 策 方 針  ▶ ▶ ▶  共生社会の将来像、市民の実感  

将 来 像  誰もが自分らしく暮らせるまち 

政 策 方 針  ・  市民一人ひとりの人権や多様性を尊重する地域社会を目指し、人権や多様性に

関する教育や啓発活動などを進めます。  

 ・  お互いの人権を尊重し、誰もが地域社会の意思決定に公平な機会のもとで参画

できるしくみづくりを進めます。  

 ・  多 様 な 文 化 を 持 つ 人 々 と 相 互 理 解 を 深 め 、 多 様 な 人 材 が 、 地 域 社 会 に お い て

様々な形で関わることができるまちづくりを進めます。  

市 ⺠ の 実 感  1  一人ひとりの違いや個性が尊重され、自分らしく暮らせると感じる  

 2  差別や人権侵害について学ぶ機会が増え、困ったときに相談できる  

 3  性別にかかわらず、家庭・職場・地域で活躍できる機会が広がった  

 4  D V やハラスメントについて相談しやすく、支援につながりやすくなった  

 5  外国人住民を含む多様な人々が地域で交流し、安心して暮らしていると感

じる  
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分野別基本計画（案）〔総合計画掲載版〕 

５―２ 地域づくり 
 

専門部会での主な意見と対応  

専門部会での主な意見  市の対応・基本計画への反映  

・  人口減少に対応した地域活動の再構築  

→ 

✅ 地域の思いや実情を尊重しながら、他団

体との協力、組織や事業の多機能化と効

率 的 な 事 業 実 施 を 組 み 合 わ せ 、「 共 創 」

「 多 機 能 」「 高 効 率 」 の 視 点 を 取 り 入 れ

た持続可能な地域づくりを進めます。   

 地 域 行 事 や 自 治 会 活 動 を 従 来 ど お り 維

持 す る こ と に 無 理 が 生 じ て い る た め 、

人 口 減 少 や 担 い 手 不 足 を 踏 ま え 、 活 動

の 縮 小 ・ 再 構 築 を 進 め る 必 要 が あ る 。

また、「縮充」の考え方を取り入れ、規

模 が 縮 小 す る 中 で も 暮 ら し の 充 実 を 目

指してほしい。 

 

・  若い世代と多様な人材の参画  

→ 

✅ 若 い 世 代 を 対 象 と し た 事 業 な ど を 通 じ

て、地域づくりの企画側に若者を参加さ

せるような取組を進めるとともに、各地

域で女性や若い世代が参画しやすい環境

づくりに取り組みます。  
 

 地 域 活 動 な ど で は 高 齢 の 男 性 が 中 心 と

な り や す く 、 若 い 世 代 や 多 様 な 人 材 の

意 見 が 反 映 さ れ に く い 。 若 者 が 企 画 ・

運 営 段 階 か ら 参 加 し や す い 仕 組 み や 機

会をつくることが必要。 

 

・  関係人口 の創出と 地域おこ し協力隊 の

定着支援  

→ 

✅ ふるさと住民登録制度を活用し、市外の

方が地域づくりの担い手として関わる機

会の創出を進めるとともに、成果指標を

「 ふ る さ と 住 民 登 録 制 度 の ミ ッ シ ョ ン

数 」 及 び 「 登 録 者 数 」 に 見 直 し て い ま

す。 

地域おこし協力隊については、任期中か

ら将来の働き方や自立の姿を共有しなが

らサポ―トすることとしています。  

 

 市 外 の 方 が 参 画 す る 事 業 の 内 容 を 明 確

に し 、 関 係 人 口 の 創 出 状 況 を 適 切 に 把

握 で き る 成 果 指 標 と す べ き 。 ま た 、 地

域 お こ し 協 力 隊 に つ い て は 、 定 着 に 至

ら な い 要 因 を 把 握 し 、 任 期 終 了 後 の 定

住 ・ 自 立 を 見 据 え た 支 援 を 充 実 し て ほ

しい。 

 

 

地 域 づ く り の 現 状 ・ 課 題  ▶ ▶ ▶  地域づくりの“いま”  
1  ――― 現 状  ――― 

地 域 ま ち づ く り 組 織 は 、 地 域 の 資 源 や

環 境 を 生 か し な が ら そ の 活 性 化 と と も

に 、 高 齢 者 支 援 や 防 災 、 伝 統 行 事 の 継

承 、 環 境 整 備 な ど の 課 題 解 消 に 向 け た

取 組 を 行 っ て お り 、 行 政 が 行 わ な い 活

動 を 積 極 的 に 行 い 、 工 夫 を 凝 ら し た 活

動を展開しています。 

――― 根 拠  ――― 

活動の例 

・高齢者の買い物支援 

・防災事業 

・こども見守り活動 

・地域行事の継承と担い手づくり 

・地域の宝や歴史の再発見や学習 

・清掃活動や街並み美化運動 

 

→ 

地域まちづくり組織の活動 

高齢者の買い物支援、防災、こども

の見守り、地域行事の継承等を実施 

地域まちづくり組織は、地域資源を

生かしながら、高齢者支援、防災、

伝統行事の継承、環境整備などに取

り組んでいます。今後は、担い手の

掘り起こしや外部人材との連携によ

り、新しい視点や工夫を取り入れ、

時代にマッチした活動につなげ、持

続可能性を高めていく必要がありま

す。  

――― 課 題  ――― 

地 域 ま ち づ く り 組 織 の 活 動 に つ い て 、

担 い 手 の 掘 り 起 こ し や 外 部 人 材 の 取 込

み を 行 い な が ら 、 新 し い 視 点 や 工 夫 を

取 り 入 れ 、 マ ン ネ リ 化 を 防 ぎ 、 時 代 に

応 じ た 活 動 を し て い く こ と が 必 要 で

す。  

2  ――― 現 状  ――― 

① 人 口 減 少 や 少 子 高 齢 化 が 進 行 し て お

り 、 町 内 ・ 集 落 な ど で 行 わ れ て き た 地

域 行 事 や 生 業 、 環 境 整 備 に つ い て 、 担

い 手 の 減 少 に 加 え 、 固 定 化 や 高 齢 化 が

進 展 し て い る 現 状 が あ り ま す 。 ま た 、

地 域 内 の 商 店 や サ ― ビ ス が 減 少 す る

中 、 地 域 の 高 齢 化 に 伴 う 生 活 面 の 課 題

が高まっています。 

② 生 業 の 継 承 、 地 域 活 性 化 、 課 題 克 服

な ど を ミ ッ シ ョ ン に 地 域 お こ し 協 力 隊

を 導 入 し て い ま す 。 ま た 、 各 地 域 に 集

落 支 援 員 を 配 置 し 、 地 域 ま ち づ く り 組

織 や 集 落 の 活 動 支 援 を 行 っ て い ま す 。

こ の よ う に 外 部 人 材 を 含 め て 地 域 に 深

く か か わ る 人 材 づ く り を 行 っ て い ま

す。 

――― 根 拠  ――― 

2 0～ 3 0 代人口  

2 0 0 8 年 : 1 2 , 0 6 6 人➠ 2 0 2 5 年 : 6 , 9 1 1

人  

高齢化率 

2 0 0 8 年 : 2 9 . 8 7％➠ 2 0 2 5 年 : 4 1 . 1 5％  

地域おこし協力隊の導入数 

H 2 7～  のべ 2 8 人  

集落支援員の推移 

H 2 9～  のべ 3 3 名  

――― 課 題  ――― 

① 少 子 高 齢 化 や 若 者 の 転 出 超 過 に よ

り 、 若 い 世 代 と の つ な が り の 希 薄 化 や

参 加 者 の 減 少 が 起 き て お り 、 地 域 に い

る 若 い 世 代 の 姿 が 見 え に く く な っ て い

ま す 。 ま た 、 地 域 の 応 援 団 や 助 っ 人 と

し て 期 待 さ れ る 関 係 人 口 の 形 成 に 向

け 、 様 々 な チ ャ ン ネ ル を 活 か し て 地 域

に 関 わ る 人 材 を 獲 得 し て い く こ と が 必

要です。 

② 地 域 の 活 性 化 や 再 生 の た め に 、 移 住

や 二 地 域 居 住 な ど に も 積 極 的 な 取 組 が

必 要 で あ り 、 本 市 出 身 者 や 関 係 人 口 等

を 活 か し な が ら 地 域 を 支 え る 体 制 を つ

くる必要があります。 

→ 

地域の担い手不足 

2 0～3 0 代人口 

H 2 0： 1 2 , 0 6 6 人➠ R 7： 6 , 9 1 1 人  

高齢化率 

H 2 0： 2 9 . 8 7％➠ R 7： 4 1 . 1 5％  
 

人 口 減 少 や 少 子 高 齢 化 に よ り 、 地 域 行 事

や 伝 統 的 な 生 業 、 環 境 整 備 な ど の 担 い 手

の 減 少 ・ 固 定 化 ・ 高 齢 化 が 進 み 、 生 活 面

の 課 題 も 高 ま っ て い ま す 。 若 い 世 代 と の

つ な が り を 深 め る と と も に 、 移 住 者 や 関

係 人 口 等 と の 関 わ り を 広 げ 、 地 域 を 支 え

る体制をつくる必要があります。  
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3  ――― 現 状  ――― 

生 業 の 継 承 、 地 域 活 性 化 、 課 題 克 服 な

ど を ミ ッ シ ョ ン に 地 域 お こ し 協 力 隊 を

導 入 し て い ま す 。 ま た 、 各 地 域 に 集 落

支 援 員 を 配 置 し 、 地 域 ま ち づ く り 組 織

や 集 落 活 動 に 関 す る 支 援 を 行 っ て い ま

す 。 こ の よ う に 外 部 人 材 を 含 め て 地 域

に 深 く か か わ る 人 材 づ く り を 行 っ て い

ます。 

――― 根 拠  ――― 

地域おこし協力隊 H 2 7～のべ 2 8 人  

集落支援員 H 2 9～のべ 3 3 名  

――― 課 題  ――― 

① 地 域 お こ し 協 力 隊 は 全 国 的 に 制 度 が

定 着 し て き て お り 、 協 力 隊 を 募 集 し て

も 集 ま ら な い 事 態 が 発 生 し て い ま す 。

協 力 隊 と し て の 任 務 や チ ャ レ ン ジ 、 ゴ

― ル の イ メ ― ジ を わ か り や す い も の と

し 、 任 務 後 も 地 域 に 残 る 、 ま た 、 地 域

と 関 係 を 継 続 す る 仕 組 み づ く り が 必 要

です。 

② 集 落 支 援 員 が よ り 積 極 的 に 地 域 の 困

り ご と の 解 決 や 地 域 行 事 の 保 護 な ど に

関 わ る よ う に 、 自 立 し た 活 動 展 開 が 求

められます。 

→ 

外部人材を活用した地域づくり 

地域おこし協力隊 H 2 7～のべ 2 8 人  

集落支援員 H 2 9～のべ 3 3 名 
地 域 お こ し 協 力 隊 や 集 落 支 援 員 の 導 入 に よ

り 、 地 域 に 深 く 関 わ る 人 材 づ く り を 進 め て

い ま す 。 地 域 お こ し 協 力 隊 に つ い て は 、 任

務 や チ ャ レ ン ジ 、 ゴ ― ル を 分 か り や す く 示

し た 募 集 を 行 い 、 任 期 後 の 定 着 や 地 域 へ の

関 わ り が 継 続 す る よ う を 進 め る 必 要 が あ り

ま す 。 ま た 、 集 落 支 援 員 に お い て は 、 地 域

課 題 の 解 決 や 地 域 行 事 の 継 承 な ど に 自 立 的

で 主 体 的 に 関 わ れ る 体 制 づ く り が 必 要 で

す。  

    

主 要 施 策  ▶ ▶ ▶  地域づくりのチャレンジ  
1．  市民と行政が協働するまちづくりの推進 

( 1 )  地域まちづくり組織をはじめ、まちづくりに取り組む団体等の活動の幅や領域が

広がるよう支援するとともに、行政とまちづくり組織等が共にパ―トナ―として

補完しあう関係づくりを推進します。 

( 2 )  人 口 減 少 に よ り 地 域 行 事 の 継 続 が 難 し い 状 況 に あ る 中 、 様 々 な 団 体 と 協 力 す る

「共創」、一つの事業に多くの目的や課題解決を取り入れる「多機能」、労力を抑

えつつ効果を高める「高効率」の視点を取り入れた活動を広げます。 

( 3 )  集落支援員の配置により、地域まちづくり組織の安定化や地域課題の解決に向け

た推進力向上を進めます。 

2．  多様な人材が活躍し活力を創り出すまちづくりの推進 

( 1 )  地域づくりに参画する若い世代の参加や多様な人材の発掘を行うとともに、活躍

を支援しながら次世代の担い手づくりを進めます。 

( 2 )  市外学生などを受入れる学びの機会や若い世代の交流・対話の機会をつくること

により、 U I J タ―ンのキッカケや地域の担い手となる仕組みや環境づくりを進め

ます。 

( 3 )  ミ ッ シ ョ ン の 明 確 化 と 魅 力 化 に 努 め 、 地 域 お こ し 協 力 隊 の 導 入 を 進 め る と と も

に、人材の定着や任期後に地域との関わりが継続する関係づくりを進めます。 

3．  移住者や関係人口とのつながりの拡大 

( 1 )  様々なチャンネルを生かしながら関係人口づくりを進め、地域との関わりを深める仕

組みづくりを構築します。  

( 2 )  移住へのハ―ドルを和らげるとともに、不安のない移住や二地域居住に向けた支援体

制づくりを図ります。  
 

みんなでできること  

・地域の行事や清掃、見守り、防災など、できる範囲で地域活動に参加する 

・若い世代や移住者など、新たに地域に関わる人を温かく迎え、交流しながら関係

をつくる  

・地域の困りごとや魅力について話し合う機会に参画し、まちづくり活動への関心

を高める  

・自分の知識、体力、経験、得意分野を地域活動や次世代の担い手育成に生かす  

・地域外に住む家族や知人に地域の魅力を伝え、関係人口づくりに協力する  

 
 

成 果 指 標  ▶ ▶ ▶  地域づくりの目標  

項 目  現 状 値 （ R 7 ）  目 標 値 （ R 1 3 ）  
市外の方が参画する事業数

（ふるさと住民登録制度のミ

ッション数）  
0  5  

むらかみファン倶楽部メ―ル

マガジン登録件数  
2 , 6 2 0  4 , 0 0 0  

ふるさと住民登録制度登録者

数  
0  1 , 0 0 0 人  

地域おこし協力隊の定着率  5 2％  6 5％  
 

関連する個別計画  

―  
 

将 来 像 ・ 政 策 方 針  ▶ ▶ ▶  地域づくりの将来像、市民の実感  

将 来 像  地域の活力を感じるまち 

政 策 方 針  ・  地域まちづくり組織等の団体が行政とパ―トナ―として活躍できるこ

とを目指し、育成・支援を図ります。 

 ・  多様な人材と住民との関わりをつくり、変化や活力を起こせる地域形

成を目指します。 

市 ⺠ の 実 感  1  地域の困りごとに住民と行政が一緒に取り組み、安心感を感じる 

 2  若い世代や移住者、地域外の人が地域活動に関わり、活力が感じ

られてきた 

 3  地域行事や伝統が受け継がれ、地域への愛着が深まった 

 4  地域おこし協力隊や集落支援員の活動が身近に見えるようになる 

 5  関係人口が安心して地域活動に関われるようになる 
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分野別基本計画（案）〔総合計画掲載版〕 

５―３ 広報公聴 
 

専門部会での主な意見と対応  

専門部会での主な意見  市の対応・基本計画への反映  

・ S N S とホ―ムペ―ジを活用した情報発信 

→ 

✅ S N S を手軽な情報の入口として活用し、

詳細な制度説明や申請手続などは市ホ―

ム ペ ― ジ へ 誘 導 す る 情 報 発 信 を 進 め ま

す。S N S やホ―ムペ―ジの特性を生かし

ながら、市民に分かりやすく必要な情報

を 届 け る 広 報 活 動 を 充 実 し て ま い り ま

す。  

 

 市 ホ ― ム ペ ― ジ の 閲 覧 数 低 下 の 要 因 を

分析するとともに、 S N S の登録者数だ

け で な く 、 投 稿 の 閲 覧 数 や ホ ― ム ペ ―

ジ へ の 誘 導 状 況 な ど も 踏 ま え 、 情 報 発

信の効果を把握すべき。 

 

・ 紙媒体による情報提供のあり方 

→ 

✅ デジタル化を進める一方で、紙でなけれ

ば情報を受け取りにくい市民がいる現状

を 踏 ま え 、 必 要 な 情 報 が 確 実 に 届 く よ

う、紙媒体とデジタル媒体の特性を生か

した情報提供のあり方を検討してまいり

ます。  

 

 市 報 む ら か み な ど の 紙 媒 体 を 必 要 と す

る 市 民 の 実 態 を 把 握 す る と と も に 、 デ

ジ タ ル 化 や 民 間 広 告 の 活 用 を 含 め 、 持

続可能な配布方法を検討してほしい。 

 

・ 市民意見を反映する広聴の充実 

→ 

✅ パブリックコメントの回答を公開するだ

けでなく、意思決定の過程や市の考え方

がより伝わる表現となるよう改善し、市

民の市政への関心や参画意識の向上につ

なげてまいります。  
 

 パ ブ リ ッ ク コ メ ン ト に つ い て 、 意 見 を

提 出 し た 市 民 が 、 自 ら の 意 見 が ど の よ

う に 扱 わ れ 、 計 画 や 施 策 に ど の よ う に

反 映 さ れ た か を 実 感 で き る 、 分 か り や

すく丁寧なフィ―ドバックが必要。 

 

・ 新たな広報手法の活用 

 

✅ 庁舎内モニタ―や路線バス、道の駅など

での情報発信を行うとともに、より多く

の市民に情報が届くよう、デジタルサイ

ネ―ジの設置場所や活用方法を検討して

まいります 。  

 

 村 上 駅 や 商 業 施 設 な ど に デ ジ タ ル サ イ

ネ ― ジ を 設 置 し 、 若 い 世 代 や 通 勤 ・ 通

学 者 に も 行 政 情 報 や イ ベ ン ト 情 報 が 届

くようにしてほしい。 

 

 

広 報 公 聴 の 現 状 ・ 課 題  ▶ ▶ ▶  広報公聴の“いま”  
1  ――― 現 状  ――― 

多 く の 人 が ス マ ― ト フ ォ ン を 所 有 し

て 、 S N S か ら 知 り た い 情 報 を タ イ ム リ

―に得ています。 

――― 根 拠  ――― 

市公式 S N S 登録者数 

（ L I N E・ F a c e b o o k・ X・  

I n s t a g r a m・ Y o u T u b e）  

R 6 . 5 . 2 9 現在  1 5 , 3 1 0 件  

R 7 . 4 . 1 現在  1 7 , 5 8 8 件  

R 8 . 4 . 1 現在  2 0 , 9 9 8 件  

――― 課 題  ――― 

令 和 ８ 年 度 の 市 報 む ら か み の 配 布 数

2 3 , 4 0 0 部より、市公式 S N S の登録者数

が少ない状況です。 
 

→ 

S N S を活用した情報発信 

市公式 S N S 登録者数 R 6 : 1 5 , 3 1 0 件

➠ R 8 : 2 0 , 9 9 8 件  

多 く の 人 が ス マ ― ト フ ォ ン を 所 有

し、S N S から知りたい情報をタイム

リ―に得るようになっています。市

公式 S N S の登録者数は増加していま

すが、市報配布数を下回っているた

め、身近な情報やイベント情報の配

信、プッシュ型通知の活用により、

登録者数の増加を図る必要がありま

す。  

2  ――― 現 状  ――― 

市ホ―ムペ―ジと市公式 S N S などのデ

ジ タ ル ツ ― ル を 連 動 し 、 情 報 発 信 の 充

実に取り組んでいます。 

――― 根 拠  ――― 

市 H P の閲覧数 

R 6  3 , 0 0 3 , 0 6 9 件  

R 7  2 , 8 8 3 , 1 4 8 件  

――― 課 題  ――― 

市 公 式 ホ ― ム ペ ― ジ の 閲 覧 数 が 減 少 し

て お り 、 ホ ― ム ペ ― ジ 閲 覧 数 の 維 持 ・

向上が必要です。  

→ 

ホ―ムペ―ジとデジタル広報 

市 H P 閲 覧 数  R 6 : 3 , 0 0 3 , 0 6 9 件

➠ R 7 : 2 , 8 8 3 , 1 4 8 件  

市ホ―ムペ―ジと市公式 S N S などの

デジタルツ―ルを連動し、情報発信

の 充 実 に 取 り 組 ん で い ま す 。 一 方

で、市ホ―ムペ―ジの閲覧数は減少

していることから、広報誌への二次

元 コ ― ド 掲 載 や S N S と の 連 動 に よ

り、詳細でタイムリ―な情報へ誘導

する必要があります。  

3  ――― 現 状  ――― 

市 民 か ら 寄 せ ら れ た 意 見 を 市 政 に 反 映

さ せ る た め 、 パ ブ リ ッ ク コ メ ン ト や 意

見提案の受付などを行っています。 

――― 根 拠  ――― 

パ ブ リ ッ ク コ メ ン ト （ 計 画 数 ・ 意 見

数） 

R 6 : 1 2 計画・2 9 件  

R 7 : 1 0 計画・1 1 件  

――― 課 題  ――― 

パ ブ リ ッ ク コ メ ン ト 等 の 意 見 提 出 数 が

多 く な く 、 市 民 の 多 様 な 声 が 十 分 に 反

映・共有されていません。  

→ 

市民意見の反映 

パブリックコメント R 6 : 1 2 計画・2 9

件➠ R 7 : 1 0 計画・1 1 件  

市民から寄せられた意見を市政に反

映させるため、パブリックコメント

や意見提案の受付を行っています。

意見提出数は多くないことから、デ

ジタルツ―ル等を活用し、誰もが気

軽に意見を届けられる環境を整える

必要があります。  

4  ――― 現 状  ――― 

市 報 む ら か み （ 広 報 誌 ） は 依 然 と し て

情 報 発 信 の 手 段 と し て 求 め ら れ る 傾 向

が あ り ま す が 、 町 内 会 等 で の 配 布 の 負

担 増 や 、 印 刷 コ ス ト の 高 騰 が 生 じ て い

ます。 

――― 根 拠  ――― 

市報むらかみの配布数 

令和７年度 2 3 , 6 0 0 部  

令和８年度 2 3 , 4 0 0 部  

――― 課 題  ――― 

紙 媒 体 で 情 報 提 供 を 維 持 し つ つ 、 配 布

負 担 の 増 や コ ス ト 高 騰 を 見 据 え た 持 続

可 能 な 広 報 誌 の 発 行 方 法 を 検 討 す る 必

要があります。  

→ 

紙媒体とデジタルの併用 

市報むらかみ配布数 R 7 : 2 3 , 6 0 0 部

➠ R 8 : 2 3 , 4 0 0 部  

 

市報むらかみは依然として情報発信

手段として求められていますが、町

内会等での配布負担や印刷コストの

高騰が課題となっています。紙媒体

を必要とする市民に配慮しながら、

デジタルツ―ルとの役割分担を整理

し、持続可能な情報発信の方法を検

討する必要があります。  

 

主 要 施 策  ▶ ▶ ▶  広報公聴のチャレンジ  
1．  広報活動の充実 

( 1 )  視覚障がい者や外国人への情報伝達の手段として、市ホ―ムペ―ジなどの多言語

化や読み上げソフトを導入して、ユニバ―サルデザインに取り組みます。 

( 2 )  市公式 S N S で、市民の生活に身近な情報やイベント情報を配信して、プッシュ型

通知の活用を強化します。 
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( 3 )  広報誌に二次元コ―ドの掲載を増やすことで、市公式ホ―ムペ―ジへ誘導し、詳

細かつタイムリ―な情報提供を図ります。また、デジタルデバイドに配慮し、紙

媒体とデジタルツ―ルの特性を活かした横断的な情報発信を推進します。 

( 4 )  紙媒体とデジタルツ―ルの長所と短所を検討し、配布負担の軽減等を含めた今後

の持続可能な情報発信について検討を進めます。 

2．  広聴活動の充実 

( 1 )  デジタルツ―ルなどを活用して市政提案や問い合わせなど、誰もが気軽にできる

環境整備を進めます。 

( 2 )  行政の透明性を高めることと市民による市政参加を促進させるために、情報公開

制度やパブリックコメント制度を継続します。 

 

みんなでできること  

・市報、市ホ―ムペ―ジ、公式 S N S など、自分に合った方法で市の情報を確認する 

・家族や地域で必要な行政情報を共有し、情報を受け取りにくい人を支える  

・市公式 S N S への登録や二次元コ―ドの活用により、最新情報を受け取る  

・パブリックコメント、アンケ―ト、市政提案などを通じて意見を伝える  

・根 拠を確認した情報を発信し、誤情報や不確かな情報の拡散を避ける  

 

成 果 指 標  ▶ ▶ ▶  広報公聴の目標  

項 目  現 状 値 （ R 7 ）  目 標 値 （ R 1 3 ）  
市公式 S N S 登録者数 1 7 , 5 8 8 件  2 8 , 0 0 0 件  

パブリックコメント等への

意見提出数（または市政提

案数） 

1 1 件  3 0 件  

 

関連する個別計画  

―  
 

将 来 像 ・ 政 策 方 針  ▶ ▶ ▶  広報公聴の将来像、市民の実感  

将 来 像  情報のアクセシビリティが確保され、行政と市民が双方向の対話を通じ

て共に歩むまち 

政 策 方 針  ・  多様な広報ツ―ルを戦略的に活用して情報の「伝達」を強化するとと

もに、市民の声が確実に市政に届く「対話」の場を創出して、協働に

よるまちづくりを推進します。 

市 ⺠ の 実 感  1  必要な市政情報を、自分に合った方法で分かりやすく受け取れる 

 2  災害や暮らしに関する最新情報が早く届き、安心して行動できる 

 3  紙の市報とデジタルの両方が活用され、情報を得にくい不安が減

った 

 4  市への意見や提案を気軽に届けられ、市政に反映されていると感

じる 

 5  行政からの説明が分かりやすくなり、市民と行政の距離が近くな

った 
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分野別基本計画（案）〔総合計画掲載版〕 

５―４ デジタル 
 

専門部会での主な意見と対応  

専門部会での主な意見  市の対応・基本計画への反映  

・ キャッシ ュレス化 とデジタ ルサ―ビ ス

の推進 

→ 

✅ 行政手 続 のオン ラ イン化 や キャッ シュ

レス化 を 進める と ともに 、 利用方 法の

周知を 強 化し、 市 民サ― ビ スの利 便性

向上を図ります。 
 

 市 役 所 窓 口 に お け る キ ャ ッ シ ュ レ ス

化 に 加 え 、 市 内 の 小 規 模 事 業 者 の 負

担 等 も 配 慮 し つ つ 、 民 間 事 業 者 へ の

導入支援も進めるべき。 

 

・ マイナン バ―カ― ドの利活 用と更新 支

援 

→ 

✅ 「普及 促 進から 利 活用の 促 進へ重 点を

移行す る 」と表 現 を修正 し ました 。窓

口での 案 内を継 続 すると と もに、 電子

証明書 の 更新手 続 につい て 、市報 など

を活用 し ながら 周 知に努 め てまい りま

す。 
 

 マ イ ナ ン バ ― カ ― ド に つ い て は 、 普

及 を や め る の で は な く 、 利 活 用 の 促

進 へ 重 点 を 移 す 趣 旨 を 明 確 に す べ

き 。 電 子 証 明 書 の 更 新 に 関 す る 周 知

や支援を充実してほしい。 

 

・ 地域間の情報環境とデ―タ活用 

→ 

✅ 防災タ ブ レット は 、防災 行 政無線 の戸

別受信 端 末とし て 導入し た 経緯を 踏ま

え、適切な運用を行ってまいります。 

また、 人 流デ― タ などの 客 観的な デ―

タを、 観 光や生 活 交通な ど 市民の 利便

性向上 に 資する 分 野で活 用 し、現 場に

即 し た デ ― タ 活 用 を 進 め て ま い り ま

す。 

 

 防 災 タ ブ レ ッ ト の 配 布 状 況 に 地 域 差

が あ る こ と か ら 、 デ ジ タ ル 環 境 の 格

差 に つ い て 考 え る 必 要 が あ る 。 ま

た、E B P M の推進に当たっては、デ―

タ だ け で な く 市 民 の 理 解 や 地 域 の 事

情 を 踏 ま え 、 対 話 を 重 視 し て 進 め る

べき。 

 

 

デ ジ タ ル の 現 状 ・ 課 題  ▶ ▶ ▶  デジタルの“いま”  
1  ――― 現 状  ――― 

住民の利便性向上を目指し、各種申

請や届出のオンライン化を進めてい

ます。 

――― 根 拠  ――― 

電 子 申 請 シ ス テ ム 導 入 （ R 5 ）、 コ ン

ビニ交付（R 4～）  

――― 課 題  ――― 

オンライン利用率のさらなる向上、

サ―ビスを構築・公開するだけでな

く、利用率をどう高めていくかが課

題となっています。  

→ 

行政手続のオンライン化 

電子申請システム導入（R 5） 

コンビニ交付開始（R 4～） 

住民の利便性向上を目指し、各種申

請や届出のオンライン化を進めてい

ます。サ―ビスを公開するだけでな

く、利用方法の周知や利用しやすい

導線づくりにより、オンライン手続

を定着させ、利用率を高める必要が

あります。  

2  ――― 現 状  ――― 

ペ ― パ ― レ ス 化 や 事 務 効 率 化 に 向 け た

ツ ― ル の 導 入 な ど 、 庁 内 に お け る 業 務

改革が進められています。 

→ 
庁内業務の効率化 

A I 議 事 録 ・ R P A ・ A I― O C R 導 入

（R 5）／生成 A I・キャッシュレス端

末導入（R 6） 

――― 根 拠  ――― 

ペ ― パ ― レ ス 化 ア ク シ ョ ン プ ロ グ ラ ム

策 定 ( R 6 ) 、 A I 議 事 録 導 入 ( R 5 ) 、 R P A

導 入 ( R 5 ) 、 A I― O C R 導 入 ( R 5 ) 、 生 成

A I 導入( R 6 )、キャッシュレス端末導入

( R 6 )   

――― 課 題  ――― 

① 職 員 の ワ ― ク ラ イ フ バ ラ ン ス 向 上 の

た め 、 デ ジ タ ル 施 策 を 企 画 ・ 運 営 ・ 推

進 す る 知 識 や ス キ ル を 持 つ 職 員 を 育 成

します。 

② E B P M ( 証拠に基づく政策立案 )の基盤

づくりや体制構築が必要です。  

ペ ― パ ― レ ス 化 や A I 、 R P A 、 A I― O C R

な ど の 導 入 に よ り 、 庁 内 業 務 の 効 率 化

が 進 ん で い ま す 。 今 後 は 、 職 員 の ワ ―

ク ラ イ フ バ ラ ン ス 向 上 や 政 策 立 案 力 の

強 化 に 向 け 、 デ ジ タ ル 施 策 を 企 画 ・ 運

営できる人材育成と E B P M の基盤づくり

を進める必要があります。  

3  ――― 現 状  ――― 

① 市 民 生 活 に 直 結 す る 「 く ら し の D X 」 を

進めています。  

②デジタル機器の操作に不安がある高齢 者

等に対し、スマホ教室の開催などの支援 が

行われています。  

――― 根 拠  ――― 

村 上 市 公 式 L I N E ( R 5 ～ ： 登 録 者 1 1 , 2 2 2

人 ) 、 防 災 ア プ リ ( R 6 ～ ： ダ ウ ン ロ ― ド 数

8 , 7 9 6 件 )、市公式 H P ( R 7 年間アクセス数

3 1 5 , 3 3 1 件 )  

スマホ教室の開催 ( R 5： 2 3 回  →  R 7： 9 0

回 ) 、 ス マ ホ 教 室 を ミ ッ シ ョ ン と す る 地 域

おこし協力隊員着任 ( R 6 . 6 )  

――― 課 題  ――― 

広大な市域を持ち、市街地や中山間地が 混

在するわが市において、持続可能な地域 社

会の継続のためには行政だけでなく、地 域

の産業や教育、医療など、地域全体でデ ジ

タル化を進める必要があります。都市部 と

の物理的・地理的な条件の違いによる情 報

アクセス性のさらなる向上とデジタルに 不

慣れな人に対するサポ―トが必要不可欠 で

す。  

→ 

くらしの D X の推進 

公式 L I N E 登録者 1 1 , 2 2 2 人／防災ア

プリダウンロ―ド数 8 , 7 9 6 件  

スマホ教室 R 5 : 2 3 回➠ R 7 : 9 0 回  

公式 L I N E や防災アプリなど、市民生

活に直結するデジタルサ―ビスの活

用が進んでいます。広大な市域を持

ち、市街地や中山間地が混在するわ

が市において、持続可能な地域社会

の継続のためには行政だけでなく、

地域の産業や教育、医療など、地域

全体でデジタル化を進める必要があ

ります。都市部との物理的・地理的

な条件の違いによる情報アクセス性

のさらなる向上とデジタルに不慣れ

な人に対するサポ―トが必要不可欠

です。  

4  ――― 現 状  ――― 

①マイナンバ―カ―ドの普及促進に努め て

います。  

②デジタル化に伴いセキュリティ対策の ア

ップデ―トを行っています。  

――― 根 拠  ――― 

図 書 館 カ ― ド の マ イ ナ ン バ ― カ ― ド 利 用

( R 4 ) 、マイナ救急の導入 ( R 7 )  

情 報 セ キ ュ リ テ ィ ポ リ シ ― の 最 適 化 ( そ の

都度 )  

――― 課 題  ――― 

デジタル社会の進展に伴い、より高度化 す

るサイバ―セキュリティへの対応と、個 人

情報の適切な管理・維持が重要となって い

ます。  

→ 

マイナンバ―カ―ド活用と情報管

理 

図書館カ―ド利用（R 4）、マイナ救急

導入（R 7）  

情報セキュリティポリシ―の最適化  

マイナンバ―カ―ドを活用したサ―

ビスが広がる中、デジタル社会の進

展に伴い、より高度化するサイバ―

セキュリティへの対応と、個人情報

の適切な管理・維持が重要となって

います。  
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主 要 施 策  ▶ ▶ ▶  デジタルのチャレンジ  
1．  自治体 D X の推進 

( 1 )  デジタル技術の活用による市民サ―ビスの向上」と「業務効率化による働き

方改革」を柱とし、行政手続のオンライン化、A I・R P A の活用による事務の

省力化、キャッシュレス決済などを推進します。これらを通じ、少子高齢化

等の課題に対応しつつ、市民が「いつでも、どこでも」行政サ―ビスを享受

でき、職員がより付加価値の高い業務に注力できる環境づくりを目指しま

す。 

2． 地域 D X の推進 

( 1 )  市民のくらしに直結する「地域 D X」については、健康・福祉、子育て、防

災、生活環境、学び(教育)、地域交通の分野においてサ―ビスの高度化を目

指します。また、産業の D X として農林水産業、商工業、観光の D X にも取り

組んでいきます。地域 D X の推進に当たっては、各分野で横断的な連携によ

る効果の最大化を目指します。また、物理的・地理的な条件の違いによる情

報アクセス性のさらなる向上、デジタルに不慣れな高齢者等に対する丁寧な

サポ―トが必要不可欠なため、併せて取り組んでいきます。 

3． 強固なセキュリティ対策の徹底 

( 1 )  情報資産の適切な保護と適正な利用のため「村上市情報セキュリティ基本方

針」を策定し、組織的な体制整備、職員への継続的なセキュリティ教育、そ

してネットワ―クや端末の技術的防御対策を講じています。さらに、外部脅

威への監視強化やインシデント発生時の迅速な対応手順を定めることで、市

民の個人情報や行政デ―タの漏洩を防ぎ、安全で信頼されるデジタル行政の

推進を目指します。 
 

みんなでできること  

・オンライン申請やコンビニ交付、キャッシュレス決済など、利用できるデジタル

サ―ビスを活用する 

・市公式 L I N E や防災アプリを登録し、暮らしや防災に必要な情報を受け取る  

・家族や地域でデジタル機器の使い方を教え合い、困っている人を支える  

・スマホ教室などに参加し、安全な利用方法や新しいサ―ビスについて学ぶ  

・パスワ―ドや個人情報を適切に管理し、不審なメ―ルやサイトに注意する  

 
 

成 果 指 標  ▶ ▶ ▶  デジタルの目標  

項 目  現 状 値 （ R 7 ）  目 標 値 （ R 1 3 ）  
オンライン利用率 2 9 . 8％  4 0 . 0％  

スマホ教室参加人数 のべ 6 4 5 人 のべ 7 0 0 人 

マイナンバ―カ―ド普及率 8 3 . 7％  9 0 . 0％  
 

関連する個別計画  

■村上市 D X 推進方針 
 
 

将 来 像 ・ 政 策 方 針  ▶ ▶ ▶  デジタルの将来像、市民の実感  

将 来 像  安心・安全に暮らせるまち「スマ―トむらかみ」の実現 

政 策 方 針  ・  市民誰もが生活の利便性や快適性を享受できるとともに、安心・安全

に暮らせるまち「スマ―トむらかみ」を実現します。 

市 ⺠ の 実 感  1  市役所に行かなくても手続できることが増え、時間や移動の負担

が減った 

 2  公式 L I N E やアプリから必要な情報をすぐに確認でき、暮らしが

便利になった 

 3  デジタルに不慣れでも相談や支援を受けられ、安心してサ―ビス

を利用できる 

 4  医療、福祉、防災、交通などでデジタルサ―ビスが広がり、生活

が快適になった 

 5  個人情報が適切に守られ、安全にデジタルサ―ビスを利用できる

と感じる 
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分野別基本計画（案）〔総合計画掲載版〕 

５―５ 行政運営 
 

専門部会での主な意見と対応  

専門部会での主な意見  市の対応・基本計画への反映  

・  財政の見える化と公有財産の適正管理  

→ 

✅ 広 報 む ら か み や 市 ホ ― ム ペ ― ジ な ど を 通 じ 、

図 解 な ど も 活 用 し な が ら 、 地 方 債 の 仕 組 み や

財 政 状 況 を 分 か り や す く 発 信 す る 「 財 政 の 見

え る 化 」 に 努 め て ま い り ま す 。  

土 地 登 記 に つ い て は 、 相 続 手 続 に 多 大 な 経 費

と 労 力 を 要 す る 実 態 を 踏 ま え 、 個 別 の 状 況 に

応 じ て 適 切 な 管 理 ・ 活 用 を 検 討 し て ま い り ま

す 。  

 

 地方債について、市民に単なる借金と受

け取られないよう、有利な地方債の活用

が将来負担の軽減につながる仕組みを分

かりやすく説明すべき。古い地域施設な

どで相続登記や名義変更が困難な土地へ

の対応も課題である。  

 

・  公共施設・廃校跡地の利活用  

→ 

✅ 公 共 施 設 マ ネ ジ メ ン ト プ ロ グ ラ ム に 基 づ き 、

他 の 行 政 目 的 で の 利 用 や 民 間 へ の 開 放 を 含

め 、 利 活 用 の 可 能 性 を 検 討 し て ま い り ま す 。  

ま た 、 利 活 用 が 決 ま っ て い な い 施 設 に つ い て

も 、 適 切 な 維 持 管 理 を 行 っ て ま い り ま す 。   

 廃校跡地や公共施設の解体・利活用につ

いては、地域にとって思い入れの深い場

所であることを踏まえ、構想段階から地

域 住 民 と 十 分 に 協 議 し な が ら 進 め る べ

き。  

 

・  職員確保と働きやすい職場環境づくり  

→ 

✅ 公 式 L I N E や 採 用 専 門 の 民 間 プ ラ ッ ト フ ォ ―

ム な ど を 活 用 し て 採 用 情 報 を 発 信 す る と と も

に 、 柔 軟 な 採 用 手 法 に よ り 人 材 確 保 に 取 り 組

ん で ま い り ま す 。  

ま た 、 R P A や 生 成 A I な ど の デ ジ タ ル 技 術 を 活

用 し て 業 務 を 効 率 化 し 、 職 員 が 市 民 に 寄 り 添

う 業 務 に 力 を 注 げ る 職 場 環 境 づ く り を 進 め て

ま い り ま す 。  

 

 市職員の採用に当たっては、村上市で働

く魅力や地域に貢献するやりがいを分か

りやすく発信すべき。また、職員のワ―

ク・ライフ・バランスやウェルビ―イン

グを高め、意欲を持って働き続けられる

職場環境を整えることが重要。  

 

 

行 政 運 営 の 現 状 ・ 課 題  ▶ ▶ ▶  行政運営の“いま”  
1  ――― 現 状  ――― 

人口減少や少子高齢化及び過疎化が進み 、

市民ニ―ズが多様化しています。市民か ら

市政及び市職員へ寄せられる要望も多く な

っており、業務量の増加とともに高度な 専

門性が求められています。  

――― 根 拠  ――― 

村上市の人口  

（住民基本台帳）  

R 2 . 4 . 1 現在  

5 8 , 8 2 7 人（ 2 2 , 6 6 3 世帯）  

R 8 . 4 . 1 現在  

5 1 , 8 0 1 人（ 2 1 , 9 4 5 世帯）  

――― 課 題  ――― 

限られた人的資源の中で多様化する市民 の

ニ―ズに対応するためには、持続可能な 行

政サ―ビス提供体制の構築が不可欠とな っ

ています。組織的な業務改善を行い日々 の

業務の効率化を図ることと、職員一人ひ と

りが意欲をもって自己のスキルアップに 努

め 、 職 務 に 取 組 め る 環 境 づ く り が 必 要 で

す。  

→ 

人口減少と行政需要の多様化 

村上市人口 

R 2 : 5 8 , 8 2 7 人➠ R 8 : 5 1 , 8 0 1 人  

人口減少や少子高齢化、過疎化が進

む中、市民ニ―ズは多様化し、市政

や市職員への要望も増えています。

限られた人的資源で行政サ―ビスを

維持するため、業務改善、職員の育

成、働きやすい職場環境づくりを進

める必要があります。  

2  ――― 現 状  ――― 

限 ら れ た 財 源 の 中 で 、 効 率 的 ・ 効 果 的 な 行 政 サ

― ビ ス の 提 供 を 実 現 し て い か な け れ ば な り ま せ

ん 。  

――― 根 拠  ――― 

令 和 6 年 度 決 算 に 基 づ く 実 質 公 債 費 比 率 1 1 . 9 ％  

R 3 ： 1 2 . 3 ％  

R 4 ： 1 1 . 7 ％  

R 5 ： 1 2 . 0 ％  

――― 課 題  ――― 

地 方 債 残 高 の 増 加 、 公 債 費 の 増 加 が 予 想 さ れ る

た め 、 事 業 の 取 捨 選 択 と 平 準 化 が 必 要 と な り ま

す 。  

→ 

健全な財政運営 

実質公債費比率 

R 3 : 1 2 . 3％➠ R 6 : 1 1 . 9％  

限られた財源の中で、効率的・効果

的な行政サ―ビスの提供が求められ

ています。今後、地方債残高や公債

費の増加も見込まれることから、財

政状況を分析しながら、事業の取捨

選択と財政負担の平準化を進める必

要があります。  

3  ――― 現 状  ――― 

施 設 の 統 廃 合 等 に よ り 遊 休 施 設 が 増 加 す る と と

も に 、 老 朽 化 が 進 み 危 険 性 の あ る 物 件 が 多 く な

っ て い ま す 。  

――― 根 拠  ――― 

遊 休 未 利 用 施 設 3 9 施 設  

解 体 予 定 施 設 2 8 施 設  

――― 課 題  ――― 

未 利 用 財 産 の 売 却 や 貸 付 な ど で 有 効 活 用 を 図 る

と と も に 、 老 朽 施 設 の 計 画 的 解 体 を 進 め る 必 要

が あ り ま す 。  

→ 

遊休・老朽施設への対応 

遊休未利用施設 3 9 施設 

解体予定施設 2 8 施設 
施 設 の 統 廃 合 等 に よ り 遊 休 施 設 が 増 加 す

る と と も に 、 老 朽 化 が 進 み 危 険 性 の あ る

物 件 も 多 く な っ て い ま す 。 未 利 用 財 産 の

売 却 ・ 貸 付 な ど に よ る 有 効 活 用 と 、 老 朽

施 設 の 計 画 的 な 解 体 を 進 め る 必 要 が あ り

ます。  

4  ――― 現 状  ――― 

公 共 施 設 の 老 朽 化 が 進 ん で い ま す 。  

――― 根 拠  ――― 

築 年 数 4 0 年 以 上 の 施 設 ：  

1 6 6 件 / 4 4 7 件 （ R 7 時 点 ）  

維 持 補 修 費 ( R 6 ) ： 2 5 2 , 8 3 0 千 円  

――― 課 題  ――― 

利 用 状 況 等 に よ り 、 施 設 の 統 廃 合 や 用 途 廃 止 を 進 め

る 必 要 が あ り ま す 。  

→ 

公共施設の老朽化 

築 4 0 年以上 1 6 6 件／4 4 7 件（R 7）  

維持補修費 R 6 : 2 5 2 , 8 3 0 千円 
公 共 施 設 の 老 朽 化 が 進 み 、 維 持 補 修 費 も 大

き な 負 担 と な っ て い ま す 。 施 設 の 設 置 目 的

や 利 用 状 況 を 踏 ま え 、 統 廃 合 や 用 途 廃 止 を

進 め る と と も に 、 必 要 な 施 設 は 計 画 的 な 改

修により長寿命化を図る必要があります。  

5  ――― 現 状  ――― 

遊 休 施 設 の 利 活 用 が 進 ん で い ま せ ん 。  

――― 根 拠  ――― 

用 途 廃 止 済 施 設 ： 3 1 件 （ R 7 時 点 ）  

――― 課 題  ――― 

① 行 政 目 的 で 利 用 し な い 遊 休 施 設 は 民 間 開 放 し 、 有

効 活 用 を 図 る 必 要 が あ り ま す 。  

② 行 政 の リ ソ ― ス や ノ ウ ハ ウ に は 限 界 が あ り 、 民 間

企 業 等 の 知 見 を 活 用 し 公 共 サ ― ビ ス の 質 的 向 上 を 図

る 必 要 が あ り ま す 。  

→  

遊休施設の利活用 

用途廃止済施設 3 1 件（R 7） 
遊 休 施 設 の 利 活 用 が 十 分 に 進 ん で い な い こ

と か ら 、 行 政 目 的 で 利 用 し な い 施 設 に つ い

て は 、 民 間 開 放 を 含 め た 活 用 を 進 め る 必 要

が あ り ま す 。 民 間 の 知 見 や 活 力 を 取 り 入

れ 、 公 共 サ ― ビ ス の 質 の 向 上 や 地 域 活 性 化

につなげることが求められます。  

6  ――― 現 状  ――― 

学 校 統 合 に よ り 、 空 き 校 舎 の 利 活 用 が 課 題 と な っ て

い る が 、 今 後 の 統 廃 合 に よ り さ ら に 増 え る 見 込 み で

す 。  

――― 根 拠  ――― 

R 8 . 4 時 点 … 平 成 3 1 年 度 ８ 施 設 の う ち  

・ 利 用 済 ３  

・ 一 部 済 ２  

・ 未 利 用 施 設 ３  

R 9 . 4 以 降 、 順 次 ５ 施 設 が 空 き 校 舎 と な る 予 定 。  

――― 課 題  ――― 

物 件 と し て 、 学 校 と な る と 大 規 模 な 施 設 と な る た

め 、 財 政 課 ( 財 産 活 用 推 進 室 ) と の 連 携 を は じ め 、

分 野 横 断 的 な 連 携 が 必 須 で あ り ま す 。  

→ 

空き校舎の利活用 

R 8 . 4 時点 未利用 3 施設 

R 9 . 4 以降順次 5 施設が空き校舎とな

る予定 
学 校 統 合 に よ り 空 き 校 舎 の 利 活 用 が 課 題

と な っ て お り 、 今 後 さ ら に 増 え る 見 込 み

で す 。 空 き 校 舎 は 大 規 模 施 設 で あ る こ と

か ら 、 財 産 管 理 部 門 や 関 係 課 と の 分 野 横

断 的 な 連 携 に よ り 、 活 用 ・ 処 分 の 方 向 性

を検討する必要があります。  

7  ――― 現 状  ――― 

成 果 指 標 の 市 税 の 収 納 率 は 、 R 3 を ピ ― ク に 緩 や か な 低 下

に な っ て い る 。 特 に 市 県 民 税 と 固 定 資 産 税 の 未 済 額 増 加
→ 

市税収納率の維持向上  
市税収納率  R 3 : 9 9 . 3 8 ％➠ R 6 : 9 8 . 9 8 ％  

市 税 収 納 率 は 高 い 水 準 を 維 持 し て い る も の
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が 全 体 を 押 し 下 げ て い ま す 。  

――― 根 拠  ――― 

■ 収 納 率 （ 市 税 計 ）  

一 般 会 計 歳 入 歳 出 決 算 書 （ 滞 納 繰 越 分 を 除 く ） か ら 算 出  

R 3  9 9 . 3 8 %  

R 4  9 9 . 1 2 %  

R 5  9 9 . 1 4 %  

R 6  9 8 . 9 8 %  

――― 課 題  ――― 

収 納 率 の 向 上 に 向 け て 、 引 き 続 き 、 納 期 内 納 付 の 徹 底 及

び 適 切 に 滞 納 処 分 を 行 っ て い く 必 要 が あ り ま す 。  

の 、 R 3 を ピ ― ク に 緩 や か に 低 下 し て い ま

す 。 特 に 市 県 民 税 や 固 定 資 産 税 の 未 済 額 が

影 響 し て い る こ と か ら 、 納 期 内 納 付 の 周 知

徹 底 と 、 適 切 な 滞 納 処 分 に よ り 収 納 率 の 維

持向上を図る必要があります。  

8  ――― 現 状  ――― 

① 近 隣 市 村 と も に 人 口 が 減 少 し て い る 今 、 共 通 す る

課 題 に つ い て 、 連 携 し て 解 決 に 取 り 組 み を 進 め て い

ま す 。  

② 令 和 ７ 年 ３ 月 に 村 上 岩 船 定 住 自 立 圏 共 生 ビ ジ ョ ン

を 策 定 し て 、 こ れ に 基 づ き 、 圏 域 の 課 題 の 解 決 に 向

け た 広 域 行 政 を 進 め て い ま す 。  

――― 根 拠  ――― 

近 隣 市 村 の 人 口 （ 4 月 1 日 基 準 ）  

関 川 村  粟 島 浦 村  村 上 市  

R 2  5 , 4 0 6 人  3 2 9 人  5 8 , 8 2 7 人  

R 7  4 , 6 2 4 人  2 9 8 人  5 2 , 9 3 6 人  

定 住 自 立 圏 共 生 ビ ジ ョ ン 登 載 事 業  

R 2  2 9 事 業  

R 7  3 1 事 業  

――― 課 題  ――― 

市 の 自 主 性 ・ 自 立 性 を 尊 重 し な が ら 、 効 率 的 で 魅 力

的 な サ ― ビ ス の 提 供 に 努 め 、 近 隣 市 町 村 や 民 間 と の

連 携 を 進 め て 広 域 行 政 を 運 営 し て い く 必 要 が あ り ま

す 。  

→ 

定住自立圏による広域行政 

近隣市村の人口（4 月 1 日基準） 

関川村 粟島浦村 村上市 

R 2  5 , 4 0 6 人  3 2 9 人  5 8 , 8 2 7 人  

R 7  4 , 6 2 4 人  2 9 8 人  5 2 , 9 3 6 人  

定住自立圏共生ビジョン登載事業 

R 2 : 2 9 事業➠ R 7 : 3 1 事業  
近 隣 市 村 で も 人 口 減 少 が 進 む 中 、 村 上 岩 船

定 住 自 立 圏 共 生 ビ ジ ョ ン に 基 づ き 、 圏 域 の

課 題 解 決 に 向 け た 広 域 行 政 を 進 め て い ま

す 。 市 の 自 主 性 ・ 自 立 性 を 尊 重 し な が ら 、

効 率 的 で 魅 力 的 な サ ― ビ ス の 提 供 に 努 め 、

近 隣 市 町 村 や 民 間 と の 連 携 を 進 め て 広 域 行

政を運営していく必要があります。  

 

主 要 施 策  ▶ ▶ ▶  行政運営のチャレンジ  
1．  組織的な業務改善と職員の育成 

( 1 )  採 用 方 法 の 研 究 や 人 事 評 価 制 度 な ど の 活 用 に よ り 、 適 切 な 人 材 の 確 保 ・ 配 置 に 努 め ま す 。  

( 2 )  職 員 が 意 欲 を も っ て 働 け る 職 場 環 境 づ く り を 目 指 し 、 ワ ― ク ラ イ フ バ ラ ン ス の 推 進 に 取 り 組 み ま

す 。  

( 3 )  各 種 研 修 の 実 施 に よ り 、 個 人 に 着 目 し た 人 材 育 成 と 主 体 的 な ス キ ル ア ッ プ を 図 り ま す 。  

2．  健全な財政運営 

( 1 )  財 政 収 支 見 通 し や 財 務 書 類 を 作 成 し 市 報 や ホ ― ム ペ ― ジ で 公 表 す る と と も に 、 財 政 状 況 の 分 析 を

行 い ま す 。  

( 2 )  交 付 税 算 入 率 の 高 い 地 方 債 を 活 用 し 、 将 来 世 代 へ の 負 担 の 軽 減 を 図 り ま す 。  

3．  公有財産・公共施設の有効活用 

( 1 )  民 間 活 力 の 導 入 な ど を 促 進 し 、 遊 休 ・ 未 利 用 財 産 の 有 効 活 用 を 図 り ま す 。  

( 2 )  老 朽 施 設 の 計 画 的 な 解 体 を 進 め る と と も に 、 公 有 財 産 の 適 正 管 理 に 努 め ま す 。  

4．  公有財産・公共施設の適正管理 

( 1 )  公 共 施 設 の 効 果 的 か つ 効 率 的 な 運 営 を 図 る た め 、 利 用 状 況 等 に 応 じ て 施 設 の 統 廃 合 や 用 途 廃 止 を

進 め な が ら 、 利 用 者 が 多 い 施 設 等 に つ い て は 、 大 規 模 改 修 等 に よ り 長 寿 命 化 を 計 画 的 に 進 め ま

す 。  

( 2 )  「 用 途 廃 止 施 設 の 「 活 用 ・ 処 分 」 取 組 方 針 」 に よ り 、 行 政 目 的 で 利 用 し な い 遊 休 施 設 の 民 間 開 放

（ 売 却 、 貸 付 け ） を 積 極 的 に 進 め ま す 。  

( 3 )  計 画 的 な 施 設 の 解 体 処 理 や 遊 休 ・ 未 利 用 財 産 の 売 却 や 利 活 用 を 進 め 、 公 有 財 産 の 適 正 管 理 に 努 め

ま す 。  

( 4 )  「 公 共 施 設 等 総 合 管 理 計 画 」 及 び 「 公 共 施 設 マ ネ ジ メ ン ト プ ロ グ ラ ム 」 に よ り 、 効 果 的 か つ 効 率

的 な 公 共 施 設 運 営 を 図 り ま す 。  

5．  民間活力の活用 

( 1 )  民 間 の 資 金 や 提 案 、 ノ ウ ハ ウ 等 を 活 用 し な が ら 、 市 民 ニ ― ズ に 加 え 、 潜 在 す る 市 民 ニ ― ズ も 捉 え

る こ と に よ り 、 市 民 に と っ て よ り 良 い 公 共 サ ― ビ ス の 提 供 を 図 り ま す 。  

 

6．  歳入の安定化 

( 1 )  現 年 課 税 分 の 初 動 対 応 と 納 付 環 境 の 改 善 に よ り 未 済 額 の 発 生 を 抑 え つ つ 、 高 額 案 件 の 重 点 管 理 で

収 納 率 を 向 上 さ せ 、 自 主 財 源 の 確 保 に 努 め ま す 。  

7．  広域行政・官民連携の推進  

( 1 )  村 上 岩 船 定 住 自 立 圏 （ 村 上 市 、 関 川 村 、 粟 島 浦 村 ） に お い て 、 互 い に 連 携 ・ 協 力 し 、 役 割 分 担 を

明 確 に し な が ら 、 魅 力 あ る 地 域 づ く り と 社 会 基 盤 の 強 化 を 推 進 し ま す 。  

( 2 )  近 隣 市 町 村 と 連 携 し 、 定 住 に 必 要 な 都 市 機 能 の 整 備 ・ 提 供 や 生 活 機 能 の 確 保 ・ 充 実 に 努 め 、 市 民

が 安 心 し て 暮 ら し 続 け ら れ る 地 域 の 形 成 を 図 り ま す 。  

( 3 )  市 と 民 間 企 業 等 が 連 携 し 、 市 民 に と っ て よ り 良 い 公 共 サ ― ビ ス の 提 供 を 図 り ま す 。  

  

みんなでできること  

・ 行 政 サ ― ビ ス を 利 用 し た 感 想 や 改 善 案 を 、 ア ン ケ ― ト や 市 政 提 案 な ど で 伝 え る  

・ 市 の 予 算 、 財 政 状 況 、 公 共 施 設 に 関 す る 情 報 に 関 心 を 持 ち 、 将 来 の ま ち づ く り を 考 え る  

・ 市 税 や 料 金 を 納 期 限 ま で に 納 付 し 、 口 座 振 替 な ど 便 利 な 納 付 方 法 を 活 用 す る  

・ 公 共 施 設 を 大 切 に 利 用 し 、 統 廃 合 や 跡 地 活 用 に つ い て 地 域 で 話 し 合 う  

・ 地 域 団 体 、 企 業 、 行 政 が 連 携 す る 取 組 に 参 加 し 、 自 分 の 知 識 や 経 験 を 生 か す  

 

成 果 指 標  ▶ ▶ ▶  行政運営の目標  

項 目  現 状 値 （ R 7 ）  目 標 値 （ R 1 3 ）  
研修受講者数（市町村職員研修

所主催）  
1 3 3  1 5 0  

年間年休取得数  1 3 日  1 5 日以上  

実質公債費比率  R 6  1 1 . 9％  1 2 . 5 ％以下  

将来負担比率  R 6  6 9 . 6％  1 0 0 ％以下  

跡地利活用数（済・一部済）  5 施設  8 施設  

市税の収納率  9 9 . 1 ％  9 9 . 3 ％  

 

関連する個別計画  

■ 村 上 市 特 定 事 業 主 行 動 計 画 ・ 村 上 市 職 員 定 員 管 理 計 画  

■ 村 上 市 公 共 施 設 等 総 合 管 理 計 画 ・ 村 上 市 行 政 改 革 大 綱 2 0 2 2 ・ 村 上 市 公 共 施 設 マ ネ ジ メ ン ト プ ロ グ ラ ム  

 

将 来 像 ・ 政 策 方 針  ▶ ▶ ▶  行政運営の将来像、市民の実感  

将 来 像  きめ細やかな行政サ―ビスと効率的な行財政運営で、持続可能な未来を築くまち  

政 策 方 針  ・  適 切 な 人 員 配 置 と 業 務 改 善 に よ る 効 率 的 か つ 的 確 な サ ― ビ ス の 提 供 に 努 め ま す 。  

 ・  健 全 で 安 定 し た 財 政 運 営 に 向 け 、 自 主 財 源 の 確 保 や 財 政 基 盤 の 強 化 に 努 め る と と も に 、

財 政 状 況 等 を 公 表 し ま す 。  

 ・  公 共 施 設 等 公 有 財 産 の 適 正 な 管 理 ・ 運 営 に 努 め ま す 。  

 ・  未 利 用 財 産 の 有 効 活 用 を 図 る と と も に 、 老 朽 施 設 の 計 画 的 な 解 体 を 進 め ま す 。  

 ・  納 期 内 納 付 の 徹 底 と 滞 納 の 早 期 解 消 を 図 る と と も に 、 デ ジ タ ル 化 等 に よ る 納 税 利 便 性 の

向 上 を 通 じ て 、 安 定 的 な 自 主 財 源 の 確 保 に 努 め ま す 。  

 ・  効 率 的 で 魅 力 的 な サ ― ビ ス の 提 供 に 努 め 、 安 心 し て 暮 ら せ る 地 域 形 成 を 図 り ま す 。  

市 ⺠ の 実 感  1  手 続 や 相 談 が 分 か り や す く 、 必 要 な 行 政 サ ― ビ ス を 迅 速 に 受 け ら れ る  

 2  職 員 が 丁 寧 で 専 門 的 に 対 応 し 、 市 役 所 を 身 近 で 信 頼 で き る と 感 じ る  

 3  税 金 の 使 い 道 や 市 の 財 政 状 況 が 分 か り や す く 、 将 来 へ の 安 心 感 が あ る  

 4  公 共 施 設 が 安 全 で 利 用 し や す く 、 使 わ れ て い な い 施 設 の 活 用 も 進 ん で い る  

 5  近 隣 市 村 や 民 間 と の 連 携 に よ り 、 必 要 な サ ― ビ ス が 維 持 ・ 充 実 し て い る  

 


